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作成日：2023年3月7日

株式会社ＪＭＣ

2022年度環境経営レポート
　（対象期間：2022年1月～2022年12月）
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1.ごあいさつ

1.環境関連法規制や当社が約束したことを遵守します。

2.省エネルギーにより二酸化炭素排出量の削減に努めます。

3.廃棄物排出量の削減に努めます。

4.適正な利用により水使用量の削減に努めます。

5.化学物質の適正管理に努めます。

6.当社が製造する製品の環境負荷の削減（不良品の削減）に努めます。

7.この環境経営方針を全役職員に周知徹底いたします。

制定日：2018年8月1日

代表取締役社長　渡邊　大知

株式会社ＪＭＣは、砂型鋳造による試作から量産の領域で、最先端のものづくりを目指してお
ります。伝統的な職人技とデジタル技術の双方の強みを生かし、製品開発から量産の全ての
フェーズに対してお客様のご要望に応えるサービスを提供すべく、当社の各事業（３Ｄプリン
ター出力、ＣＴ）との最大限のシナジーを追求しております。一方、製造業であるがゆえに環境
負荷の高い電力やＬＰＧガスの使用、産業廃棄物の排出などを行っていることも事実でござい
ます。全社で環境活動に取り組むことにより、環境面においても社会的責任を果たしてまいり
ます。

＜環境保全への行動指針＞

　当社は、砂型鋳造による試作品、各種部品・商品の製造、販売ならびに、産業用CTによる
検査・測定サービスを通して、顧客に提供する全ての事業活動において環境に影響する項目
があることを認識し、EA21環境経営システムに基づいた「環境マネジメントシステム（EMS）」を
構築し、EMSの維持と継続的改善を図り、顧客や地域から信頼される企業として社会に貢献
してまいります。

＜環境経営理念＞

環境経営方針
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2.組織の概要

（１） 名称及び代表者名

株式会社ＪＭＣ

代表取締役社長　渡邊 大知

（２） 所在地

本　　　社 〒222-0033 横浜市港北区新横浜2-5-5住友不動産新横浜ビル1F

コンセプトセンター 〒399-2431 長野県飯田市川路7502-1

〒399-2566 長野県飯田市嶋135

〒399-2566 長野県飯田市嶋135

〒399-2434 長野県飯田市伊豆木22番地4 

ミーリングセンター 〒434-0016 静岡県浜松市浜北区根堅1450-2　

AMセンター 〒222-0033 神奈川県横浜市港北区新横浜3丁目22番地11 　

　EOS Japanテクニカルセンター内

（３） 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先

責任者　：　室長　杉山孝和 （本社） TEL：045-477-5757

担当者　：　課長　高橋功 （本社） TEL：045-477-5757

（４） 事業内容

砂型鋳造による試作品、各種部品・商品の製造、販売

産業用CTによる検査・測定サービス

（５） 事業の規模

製品出荷額：24.1億円（2021年度）

従業員（名）　　

（６） 事業年度 1月～12月

2.1.認証・登録の対象組織・活動

登録事業者名：株式会社ＪＭＣ

対象事業所：コンセプトセンター・コンセプトセンター第5期棟、コンセプトセンター第6期棟

　ミーリングセンター

活動：鋳造品製造・鋳造品販売、産業用CTによる検査・測定サービス

対象外：本社、AMセンター、コンセプトセンター第7期棟（2023年以降に認証取得予定）

363 6,265

コンセプトセンター第7期棟

延べ床面積（㎡）

本社 合計

コンセプトセンター第5期棟

コンセプトセンター第6期棟

コンセプト
センター

AM
センター

1,737 1,747

22 2

1,610 68

コンセプト
センター

第5期・第6
期棟

コンセプト
センター
第7期棟

ミーリング
センター

739

54 16486
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3.環境経営組織図及び役割・責任・権限表

社長 渡邊 大知

室長 杉山 孝和

課長 高橋　功

・環境経営に関する統括責任

・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間等経営資源を準備

・環境管理責任者を任命

・環境経営方針の策定、見直し

・環境経営目標、環境経営計画書を承認

・代表者による全体の評価と見直し、指示

・環境経営レポートの承認

・環境経営システムの構築、実施、管理

・環境関連法規等の取りまとめ表を承認

・環境経営目標、環境経営計画書を確認

・環境活動の取組結果を代表者へ報告

・環境経営レポートの確認

・環境管理責任者の補佐、EA21推進委員会の事務局

・環境負荷の自己チェック及び環境への取り組みの自己チェックの実施

・環境経営目標、環境経営計画書原案の作成

・環境活動の実績集計

・環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理

・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口

・環境経営レポートの作成、公開（事務所に備付けと地域事務局への送付）

・環境経営計画の審議

・環境活動実績の確認、評価

・自部門における環境経営方針の周知

・自部門の従業員に対する教育訓練の実施

・自部門に関連する環境活動計画の実施及び達成状況の報告

・自部門に必要な手順書の作成及び手順書による実施

・自部門の想定される事故及び緊急事態への対応のための手順書作成

・試行、訓練を実施、記録の作成

・自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施

・環境方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚

・決められたことを守り、自主的、積極的に環境活動へ参加

環境管理責任者

環境事務局

対象外

本社、AMセンター

（2023年以降に認証取得予定）

コンセプトセンター第7期棟

代表者

EA21推進委員会

ミーリングセンター
責任者

コンセプトセンター
責任者

全役職員

代表者（社長）

環境管理
責任者

（杉山孝和）

環境事務局
（高橋功）

EA21推進委員会

責任者

全役職員 全役職員
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4.主な環境負荷の実績

※電力換算係数は令和2年（2020年）度中部電力調整後排出係数0.379ｋｇ/CO2を使用

※2020年はコンセプトセンターの数値、2021年以降はコンセプトセンターとミーリングセンター

　　の合算値を記載

4.1.環境経営目標及びその実績

年度

項目

（排出量内訳）

98%

4,421

100%

44.6

（目標）

654

98%

48,978

98%

9,315

98%

0.670

98%

適正管理

×

43.1

99%目標比（％）

×

9,507 16,014

97,804

888,664

kg-CO2

916,148

目標比（％）

kg-CO2

897,825

117%

4,558

△

99%

4,512

×

196%

基準値

2021年度

2022年度

99%

49,483

目標比（％）
排出総量（kg/CO2）

kg-CO2

㎥/百万円

目標比（％）

排出総量（kg） 66,270

1,018

0.684

96% 99%◎

76%

980,802 1,177,772

1,005

45.5 45.1

98%

100%

適正管理

0.518

99%

②産業廃棄
物の削減

kg/百万円

0.691

適正管理

④化学物質
管理 適正管理

◎目標比（％）

排出総量（㎥）

③水道水の
削減

0.677

項　目 2020年 2021年

水使用量

49,988

137%

kg-CO2

（目標） （評価）

1,177,772

1,005

評価基準（目標比）◎100%以下　○101～110%　△111～130%　×131％以上

44.2

単位

827,578 980,801

63.3 66.3

二酸化炭素排出量

産業廃棄物排出量

Kg-CO2

ｔ

2022年

1,177,770

84.7

50,493

4,466

㎥ 1,170 1,018

980,802

667 600

90% ◎

660674

（目標）

2024年度2023年度

6,180①-2
灯油の二酸化
炭素削減

①-4
自動車燃料の
二酸化炭素削
減

上記二酸化
炭素排出量
合計

（実績）

kg-CO2

1,057,773①-1
電力の二酸化
炭素削減

①二酸化炭
素
削減

①-3
LPGの二酸化
炭素削減

（基準年)

目標比（％）

906,987

kg-CO2/百万円

9,603

168%

目標比（％）

9,411

100% 100%
○

100%

99%

○適正管理

84,695

⑤グリーン
購入

適正管理

（使用量㎏）

％
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5.環境活動計画及び取組結果とその評価・次年度の取組内容
◎よくできた　○まあまあできた　△あまりできなかった　×全くできなかった

達成
状況

次年
度

◎

◎ 継続

△

◎ 継続
○ 継続

・量産品のマシンタイム削減 ◎ 継続

×

×

△ 継続

◎

◎ 継続
○ 継続
◎ 継続

◎

○ 継続

○
○ 継続

○
◎ 継続
◎ 継続

―
◎ 継続

・紙、金属缶、ガラスびん、プラスチック、電池等
について、分別回収ボックスの適正配置等によ
り、ごみの分別を徹底

二酸化炭素削減
数値目標 ※基準年度に対して排出総量は増加したが、売上

原単位（百万円単位）では目標達成できた。

社会貢献

・次年度も引き続き削減を実施する。

水道水の削減
数値目標

グリーン購入
数値目標 ※良好

・継続的に実施する。

・継続的に実施する。
数値目標

化学物質管理

・適正管理を継続する。

・節水の呼びかけ

数値目標 ※基準年度に対し排出総量は増加したが、売上原
単位では目標達成できた。

※基準年度に対し社用車の使用が増加したため、
目標未達となった。

・次年度も引き続き削減を実施する。

数値目標

数値目標

産業廃棄物の削減

アイドリングストップ

数値目標なし（使用量管理）
・適正管理

※適正管理実施

・産廃廃棄物適正処理 ・次年度も引き続き削減を実施する。

数値目標

・地域の環境美化に協力

・コピー用紙の使用（環境認証）
・再生材料から作られた製品を優先的に購入、

・量産品の不良率改善

評　価（結果と次年度の取組内容）

※基準年度に対し受注が増加したことにより、工場
の稼働が増加したため、目標未達となった。

・次年度も引き続き削減を実施する。

取り組み計画

自動車燃料の二酸化炭素削減

※基準年度に対し使用量が増加したため、目標未
達となった。

・トヨタ生産方式を取り入れた生産効率の改善

電力の二酸化炭素削減

灯油の二酸化炭素削減

数値目標

・品質マネジメントシステム（QMS)と連動して（一
体的に）運用

・作業ミスによる廃棄量の削減

※基準年度に対して排出総量は増加したが、売上
原単位（百万円単位）では目標達成できた。

・節水を継続する。
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6.法的義務を受ける主な環境関連法規制

環境関連法規制等の遵守状況の評価の結果、環境関連法規制等は遵守されていました。

7.代表者による全体の評価と見直し・指示

　評価実施日：2023年3月3日

⑥その他

環境マネジメントの取り組みは適切に行われている。
化学物質管理について、全社統一のデータベース構築を計画通りに進め
ること。

2022年度は鋳造事業の売上高が増加したことで売上原単位（kg-CO2/百
万円）で目標達成できた。2023年度も品質マネジメントシステムと一体化し
たものづくりを推進し、省エネルギーにつなげていくこと。

①世界的なカーボンニュートラル（温室効果ガス排出実質ゼロ）目標達成
に向けた自動車メーカー各社のＥＶ（電気自動車）開発の本格化により、鉄
と比較して軽量・高耐久なアルミニウム材、マグネシウム材による、複雑形
状かつ大型サイズの試作需要が増加した。
②ＦＡ（ファクトリーオートメーション）協働ロボット量産用鋳造部品について
も、堅調な受注状況が継続した。

変更の必要性　■有　□無

現在の方針を継続。

目標・活動を継続。

2023年度は認証・登録の対象組織に本社およびＡＭセンターを加え、全社
認証・登録を達成する。

変更の必要性　□有　■無

変更の必要性　□有　■無

②目標・環境活動計画
　の達成状況

①取組状況の評価

③周囲の変化の状況

⑤目標・活動計画

騒音・振動規制法

消防法（危険物）

フロン排出抑制法

産業廃棄物処理法

産業廃棄物管理票交付等状況報告書の提出
（毎年6月末まで）

なお、関係当局からの違反等の指摘は過去3年間ありません。

適用される法規制

④環境経営方針

項目 評価・見直し・指示

化学物質排出把握管理促進
法（PRTR法）

○

○

水質汚濁防止法

毒物劇物取締法

第1種指定化学物質取扱者は排出・移動量を報告
（年間取扱量１トン以上で従業員21名以上の場合）

○

○

○

○

指定数量未満保管時の届出
（該当物：灯油　現在は指定数量未満）

簡易点検・定期点検の実施

盗難・施錠・数量管理（帳簿）

地球温暖化対策の推進に関
する法律（温対法）

○温室効果ガス算定排出量等の報告書（毎年7月末まで）

適合状況

○

○

○

○

適用される事項（施設・物質・事業活動等）

産業廃棄物（廃油、廃プラ等）産廃収集運搬・処理業者の
許可の確認、契約

マニフェスト交付
（B2・Ｄ票は90日以内、Ｅ票は180日以内の回収）

廃棄物の看板表示
（掲示板：60cm×60cm以上表示）

特定施設の事前届出
（コンプレッサー、業務用エアコン）

油類　事故時の処置
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8.環境活動の紹介
（１）消火器取り扱い訓練実施

実施日：2022年5月27日
緊急事態への取り組みとして、ミーリングセンターの従業員を対象とした消火器の取り扱い訓練を
実施いたしました。

（１）信州ふれあいの道ふれあい事業（アダプトシステム）への参加
実施日：2022年5月20日・6月17日・7月29日・8月26日・10月21日
県管理道路美化活動を行いました。（写真は8月26日実施のもの）
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